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大阪市中央区本町二丁目１番６号

株式会社 エーアイテイー

代表取締役社長 矢 倉 英 一

　
第29回 定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第29回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットにより議決権を行使
することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平
成28年５月19日（木曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成28年５月20日（金曜日）午前10時 受付開始：午前９時15分

２. 場 所 大阪市東淀川区大桐２丁目８番11号

大阪経済大学 70周年記念館 フレアホール

（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」を

ご参照いただき、お間違えのないようお願い申しあげます。）
３. 目的事項

[報告事項] １．第29期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人

及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第29期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）

計算書類の内容報告の件

[決議事項 ]

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

４. 議決権の行使に関する事項
（１）書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年５月
19日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。

（２）インターネットによる議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙に記載の当社指定の議決権行使ウェブサイト
（https://www.net-vote.com/）にアクセスしていただき、画面の案内にしたが
って、平成28年５月19日（木曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力
ください。（詳細は、27ページをご参照ください。）
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（３）議決権の重複行使の取り扱い
①書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インター
ネットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

②インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行
われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。また、議事資料として本招集ご通知をご持参いただきますようお願い申しあげま

す。

◎当日ご出席の際は、開会間際の混雑緩和のため、お早めのご来場をお願い申しあげます。

◎お土産をご用意しておりますが、議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、ご出席の株主お一人様に対

し、１個とさせていただきます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（http://www.ait-jp.com/）に掲載させていただきます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別

注記表」につきましては、法令及び定款第 14条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（http://www.ait-jp.com/）に掲載しておりますので、「添付書類」には記載しておりません。したが

って、添付書類に含まれる連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際

して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

　

ご 案 内

　当社第29回定時株主総会は、大阪経済大学で実施し同大学の学生にご見学いただき

ます。これは株主総会の見学が、学生にとって会社運営を学ぶための生きた教材にな

ることから、当社の社会貢献の一環として実施させていただくものです。

　

　大学では、株主総会とは株式会社における最高意思決定機関と学びますが、学生が

実際に企業の株主総会を見学するためには、自ら株主になる他はなく、このような機

会は貴重です。今回の取り組みが、これから社会に羽ばたく学生にとって、会社運営

に対する理解を深めるために大いに役立つものと期待しております。

　なお、株主総会会場においては、１階席を株主席、２階席を学生の見学席として明

確に区分するとともに、大学で事前に登録した学生のみの入場とし、株主の皆様の妨

げにならないよう万全の措置を取ってまいります。

　株主の皆様におかれては、株主総会本来の議事運営を阻害しないような上記工夫と

社会的意義をご賢察いただき、当社の取り組みにご理解賜りますようお願い申しあげ

ます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日）

１．企業集団の現況
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府や日銀の各種政策が進む中、

企業業績や雇用情勢も改善傾向にあり、景気は緩やかな回復基調で推移しまし

た。しかしながら、物価上昇等の影響から個人消費の回復はまだ鈍く、さらに

中国をはじめとした新興国経済の減速感もあり、依然として景気の先行きは不

透明な状況が続いております。

このような状況下、当社グループは、新規顧客の獲得、及び既存顧客との取

引拡大に向け、それぞれの顧客ニーズに沿った国際物流の提案型営業を展開し、

国際貨物輸送、通関、配送、さらに日本国内外の３PL（サードパーティー・ロ

ジスティクス）案件を含めた一貫輸送の受注獲得に注力してまいりました。

また、日用雑貨やアパレル等を主に取扱う企業中心に行ってきた従来の営業

活動に加え、新たな顧客層を開拓するために昨年５月と10月に営業部署を新設

し、その活動を専門知識が必要な化学品業界にも拡げ、さらに自動車業界を主

とする北米に向けた輸出にも着手いたしました。

従来からの取り組みが奏功し、新規顧客との取引は順調に増加し、また前連

結会計年度と比較して円安基調で推移したことで、為替換算効果が収益を押し

上げる要因となりました。しかしながら、円安による既存顧客の在庫調整や暖

冬により季節商品の荷動きが低迷した結果、国際貨物輸送の取扱高は減少し、

収益を大きく押し下げることとなりました。

これらの環境により、営業収益は減少することとなりましたが、利益を確保

するため、前連結会計年度からの仕入コストの低減効果を持続させるとともに、

販売費及び一般管理費の抑制にも取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度における営業収益は21,146百万円（前年同期比3.6

％減）、営業利益1,530百万円（前年同期比7.1％減）、経常利益1,599百万円（前

年同期比5.2％減）、と前年同期を下回ったものの、当期純利益は1,042百万円

（前年同期比1.6％増）と前年同期を上回ることとなりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

＜日本＞

円安の進行及び暖冬の影響から荷動きが弱く、主に既存顧客の取扱高が減少

した結果、主力となる海上輸送での取扱コンテナ本数は、輸入で151,945TEU

（前年同期比7.7％減）、輸出入合計で158,729TEU（前年同期比6.8％減）と前年

同期を下回り、収益の低下要因となりました。その反面、円安によって米ドル

建て運賃の円貨換算額は増加し、取扱高の減少による収益の低下を補う形とな

りました。
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一方、通関受注においては、海上輸送の減少の影響はあったものの、一貫輸

送の受注獲得に向けての営業強化により、受注件数は60,475件（前年同期比6.2

％増）と前年同期を上回ることとなりました。

以上の結果、日本における営業収益は16,171百万円（前年同期比6.9％減）と

なり、セグメント利益は、営業活動における費用が嵩み、1,145百万円（前年同

期比12.8％減）となりました。

＜中国＞

日本向け貨物の取扱いが低調であったものの、現地での通関や配送等といっ

た輸送に関連する収益の安定的な確保に努め、さらに円安により現地通貨の円

貨換算額も増加した結果、営業収益は4,912百万円（前年同期比8.9％増）とな

り、セグメント利益は385百万円（前年同期比16.2％増）となりました。

＜タイ＞

日本向け貨物の取扱いが減少した一方で、円安により現地通貨の円貨換算額

が増加した結果、営業収益は62百万円（前年同期比7.4％増）となったものの、

営業活動における費用が嵩み、セグメント損失は０百万円（前年同期はセグメ

ント利益２百万円）となりました。

（注）TEU（Twenty-foot Equivalent Unit、20フィートコンテナ換算）とは、海上コンテナの数
量を表す単位で、20フィートコンテナ１個分を１TEUと計算します。

　
② 設備投資等の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は、16,144千円となりました。これは主に

日本における東京支社の増床に伴う設備工事費用であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却又は売却はありません。

③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。
　

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
　

⑤ 他の会社の事業の譲受の状況

該当事項はありません。
　

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。
　

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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　(2) 財産及び損益の状況

区 分
平成24年度
第26期

平成25年度
第27期

平成26年度
第28期

平成27年度
第29期

(当連結会計年度)

営 業 収 益 (千円) 16,730,870 19,126,668 21,939,879 21,146,852

経 常 利 益 (千円) 1,292,260 1,432,036 1,687,153 1,599,961

当 期 純 利 益 (千円) 777,871 903,782 1,026,022 1,042,630

１株当たり当期純利益 (円) 40.70 47.29 53.68 54.55

総 資 産 (千円) 4,543,516 5,447,024 6,808,858 6,368,464

純 資 産 (千円) 3,214,425 4,010,791 4,807,415 4,741,683

自 己 資 本 比 率 (％) 70.4 73.4 70.4 74.2

(注）１.「１株当たり当期純利益」は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）に
基づき算出しております。

２．当社は、平成25年３月１日付及び平成25年11月１日付にてそれぞれ普通株式１株につき２
株の株式分割を行っております。１株当たり当期純利益はこれらの株式分割が第26期の期
首に行われたと仮定して算出しております。

　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。

　
　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名
資 本 金
(出 資 金)

当社の
出資比率

所在国 主要な事業内容

愛特（香港）有限公司 1,700千香港ドル 100％
中国
(香港)

国際貨物輸送事業

上海愛意特国際物流有限公司 1,340千米ドル 100％ 中国 国際貨物輸送事業

AIT LOGISTICS (THAILAND)
LIMITED

6,000千バーツ 49％ タイ 国際貨物輸送事業

　

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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　(4) 対処すべき課題

　 当社グループが対処すべき主な課題は次のとおりであります。

　 ① 一貫輸送ニーズへの対応

　お客様の物流コストの低減ニーズが、近年強くなり、これらの要望に対して

当社グループは、国際貨物輸送だけでなく、通関、配送等までを一貫して受注

する提案を行っております。

　そのために、当社グループは、日中間の海上輸送における輸入貨物量の更な

るシェア拡大を図ることはもちろんのこと、グローバルな貨物輸送の増大に向

け、まだ輸送実績の少ない業種への営業活動にも注力してまいります。

さらに、中国国内での倉庫運営並びに日本国内での通関、及び保管業務、配

送業務まで取り組む３PL業務の体制整備を行ってまいりましたが、今後も、こ

れらの業務に戦力を投入し推進するとともに、特にまだ参入新しい３PL業務の

拡充を急ぎ、倉庫運営に関連したシステムの導入及び中国国内や日本国内での

倉庫保有にも積極的に取り組んでまいります。

　 ② 総合物流企業への課題

　日本企業のグローバル化に対応して、当社グループはワールドワイドな総合

物流企業への成長を加速する必要があると考え、輸出貨物輸送や航空貨物輸送、

さらには三国間輸送にも力を注いでおります。

　そのために、独自での海外営業戦力の充実と海外拠点網の拡充を図るととも

に、これらの業務に通関業務や３PL業務を加えた業務分野において、それぞれ

に精通した企業との提携が重要な課題と認識しております。

　 ③ 人材の確保

　当社グループは、持続的な事業の拡大を実現していくためには、企業の成長

に応じた人材の確保及び育成が重要であると考えております。特に国際貨物輸

送サービスには、日本国内及び世界各国の物流事情に精通した知識、経験を持

つ人材が必要不可欠で、重要な課題であると認識しております。

　人材の採用については、即戦力の採用は人材紹介会社を活用するとともに、

将来を見据えた人員構成を考慮して、定期的に新卒採用を行っております。

　また、人材育成も重要な課題であると認識し、採用後の新入社員研修、中途

採用研修、外部の専門研修、階層別研修、海外研修等を充実し、いち早い戦力

化に取り組んでおります。

　さらに、より適正な人事評価制度の導入や社員の給与体系等の待遇改善も実

施し、『人材が資産』の考えの下、社員のモチベーションをさらに高め、維持す

ることも重要な課題であると考えております。

　 ④ 内部管理体制の強化

　当社グループは、業務拡大に伴う組織体制の見直しと整備を逐次実施すると

ともに、内部管理体制を強化しコーポレート・ガバナンスの浸透に取り組んで

きております。

　今後もこの内部管理体制を有効に機能させることが、企業価値を高め、効率

的かつ健全な企業経営を実現するものと認識し、より一層透明性の高い経営を

目指し、相互牽制の効いた内部管理体制の強化に取り組んでまいります。
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　(5) 主要な事業内容（平成28年２月29日現在）

当社グループは、国際貨物輸送事業並びにこれらの附帯業務を主な事業として

おります。

　(6) 主要な営業所（平成28年２月29日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 大阪市中央区本町二丁目１番６号

東 京 支 社 東京都港区

名 古 屋 営 業 所 名古屋市中区

福 岡 営 業 所 福岡市博多区

成 田 空 港 営 業 所 千葉県成田市

　 ②子会社

会 社 名 所 在 地

愛 特 （香 港） 有 限 公 司 中華人民共和国 香港特別行政区

上海愛意特国際物流有限公司 中華人民共和国

AIT LOGISTICS (THAILAND) LIMITED タイ王国

　(7) 従業員の状況（平成28年２月29日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減

542名 11名増

(注) 従業員数は就業人員で表示しております。なお、臨時従業員38名（１日８時間換算による期中
平均人員）は含んでおりません。

　(8) 主要な借入先の状況（平成28年２月29日現在）

該当事項はありません。

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式の状況（平成28年２月29日現在）
(1) 発行可能株式総数 　 53,856,000株

(2) 発行済株式総数 19,754,400株（自己株式640,768株を含む。）

(3) 単元株式数 　 100株

(4) 株主数 12,460名

(5) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 エ イ チ ア ン ド ワ イ 7,139,600 株 37.35 ％

ビ－ビ－エイチ マシユ－ズ ジヤパン フアンド 1,057,900 5.53

馬 上 真 一 960,000 5.02

ビ－ビ－エイチ フイデリテイ ピユ－リタン フイデリテイ シリ－ズ イントリンシツク オポチユニテイズ フアンド 871,100 4.56

矢 倉 英 一 496,400 2.60

波 床 知 喜 480,100 2.51

ビ－ビ－エイチ グランジヤ－ ピ－ク インタ－ナシヨナル オポチユニテイ－ズ フアンド 465,700 2.44

株 式 会 社 ド ル フ ィ ン ズ 412,000 2.16

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５２２４ 410,000 2.15

ビ－ビ－エイチ グランジヤ－ ピ－ク グロ－バル オポチユニテイ－ズ フアンド 327,500 1.71

（注）持株比率は、自己株式(640,768株)を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。

　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の

状況

該当事項はありません。

　

　(3) その他の新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年２月29日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 矢 倉 英 一 愛特（香港）有限公司 董事
上海愛意特国際物流有限公司 董事
AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITED 代表取締役

常 務 取 締 役 波 床 知 喜 大阪営業・海上業
務部・大阪通関
部・海外（タイ・
ベトナム・インド
ネシア）担当

愛特（香港）有限公司 董事
上海愛意特国際物流有限公司 董事
AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITED 取締役

常 務 取 締 役 馬 上 真 一 東京営業・営業開
発室・グローバル
営業推進室・東京
通関部・海外（中
国・香港）担当兼
東京支社長

上海愛意特国際物流有限公司 董事長
愛特（香港）有限公司 董事

取 締 役 西 村 司 総合企画部・経理
財務部担当

愛特（香港）有限公司 董事
上海愛意特国際物流有限公司 董事

常 勤 監 査 役 清 水 洋 志

監 査 役 岡 本 しのぶ 寺戸しのぶ公認会計士事務所 公認会計士

監 査 役 西 島 佳 男 西島佳男法律事務所 弁護士

（注)１．監査役岡本しのぶ氏及び西島佳男氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

２．当社は監査役岡本しのぶ氏及び西島佳男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役岡本しのぶ氏は、公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

４．平成28年２月29日をもって、常務取締役波床知喜氏は、辞任により退任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、常勤監査役及び社外監査役の全員と会社法第423条第１項の賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425

条第１項に定める額を責任の限度としております。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年04月14日 17時26分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 ４名 109,990千円

監 査 役
（うち社外監査役）

３名

(２名)

11,171千円

(2,796千円)

合 計 ７名 121,161千円

（注)１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成18年５月26日開催の第19回定時株主総会決議において年額

150,000千円以内と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成19年５月22日開催の第20回定時株主総会決議において年額

30,000千円以内と決議いただいております。
４．上記の報酬等の総額は、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額13,300千円（取締役

３名に対し13,300千円）及び当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額25,990千円
（取締役４名に対して24,990千円、監査役１名に対して1,000千円）が含まれております。

　

　(4) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。
　

② 当事業年度における主たる活動状況

氏名 主な活動状況

岡 本 しのぶ
当事業年度18回開催した取締役会のうち18回、17回開催した監査役会のうち17
回に出席し、当社の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っております。

西 島 佳 男
当事業年度18回開催した取締役会のうち18回、17回開催した監査役会のうち17
回に出席し、当社の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っております。
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５．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人
　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の額 19,000千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭
　 その他財産上の利益の合計額 19,000千円

（注）１．監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関
する実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画におけ
る監査時間・配置計画、会計監査人の職務の遂行状況、報酬見積りの相当性等を
確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意
を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等
の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実
質的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しておりま
す。

　

　(3) 責任限定契約の内容の概要
当社は、現行定款において、会計監査人との間に責任限定契約に関する規定を

設けております。当該定款に基づき、当社が会計監査人と締結した責任限定契約
の内容の概要は次のとおりであります。

（会計監査人の責任限定契約）
会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職

務を行うにあたり善意且つ重大な過失がなかった場合は、法令に定める最低責
任限度額を限度として損害賠償責任を負うものとする。

　

　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当す

ると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　

(5) 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算関係書

類監査の状況

当社の子会社のうち、海外子会社の愛特（香港）有限公司、上海愛意特国際物

流有限公司、AIT LOGISTICS (THAILAND) LIMITEDは、当社の会計監査人以外の公

認会計士又は監査法人の監査を受けております。
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６．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① コンプライアンス規程を定め、全役職員に法令・定款及び社内規程の遵守を

周知徹底させるとともに、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委

員会を設置し、コンプライアンス体制の維持・向上を推進する。

② 代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、取締役、使用人による職務の執

行が法令・定款及び社内規程に違反することなく適切に行われているかをチェ

ックし、不正の防止・発見及びその改善を行う。また、監査の結果を速やかに

代表取締役社長に報告するとともに、当社監査役（以下単に「監査役」という）

との意見交換により、内部統制における監視機能としての役割を果たす。

③ 監査役は、取締役会において各取締役からの職務の執行状況について報告を

受けるとともに、会社の決議事項のプロセス・内容が法令・定款に基づき適合

しているかを確認する。また、定期的な監査の実施によって、取締役の業務執

行の妥当性・適法性をチェックし、必要に応じて改善・助言または勧告する。

④ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは決して関わりを持た

ず、不当な要求に対しては毅然とした対応を取る。

⑤ 財務報告を法令等に従って適正に行うことの重要性を認識し、金融商品取引

法に基づく財務報告に係る内部統制を適切に整備・運用する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

取締役の職務執行に係る重要な情報については、法令並びに文書管理規程に基

づき適切に保存・管理する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理に係る規程を制定し、各部門の担当業務に付随するリスクについて

は、当該部門にて個別規程、ガイドライン、マニュアルの整備、研修の実施など

を行うものとし、内部監査室が定期的に監査を実施する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし

て、取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社の管理については、関係会社管理規程に基づく。

② 関係会社管理規程に定める関係会社の統括責任者は、定期的に子会社の幹部

会に出席し、子会社の経営状況の把握と問題点の協議を行い、子会社に損失の

発生の恐れがある場合には、その損失の内容、程度及び当社に与える影響等に

ついて、当社の取締役会に報告する。

③ 関係会社管理規程に定める関係会社の統括責任者は、監査役及び内部監査室

との連携を密にし、子会社の管理体制を監査するとともに、その監査結果を当

社の取締役会に報告する。

④ 監査役が、グループの連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を適正

に行えるよう監査法人及び内部監査室との十分な情報交換が行える体制を構築

する。
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⑤ グループ内の会社間取引については、法令、定款、企業会計基準、税法その

他の社会規範に照らし適切なものとする。

⑥ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、

取締役から子会社の取締役等を選任する。選任された当該取締役は定期的に子

会社の取締役会に出席する。また、子会社も含めたグループ全体における業績

の管理をおこなう。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人の配置を求めた場合は、取締役と監査役

の意見交換の上、監査役補助者を決定する。

(7) 監査役補助者の取締役からの独立性及び監査役の監査役補助者に対する指示の

実効性の確保に関する事項

監査役補助者は、業務執行上、監査役以外の何れの指揮命令系統にも属さず、

監査役より必要な命令を受けて業務を行うものとし、その人事異動、評価等につ

いては、監査役全員の協議の上決定するものとし、取締役からの独立性が確保で

きる体制とする。

(8) 取締役、使用人及び子会社の取締役等、使用人が監査役に報告をするための体

制、その他の監査役への報告に関する体制

① 取締役、使用人及び子会社の取締役等、使用人は監査役の要請に応じて報告、

情報の提供を行い、関係書類の閲覧に応じる。

② 取締役、使用人及び子会社の取締役等、使用人は、会社に著しい損害を及ぼ

す恐れのある事実や法令等に違反する事実を発見した場合は、監査役に報告す

る。

③ 取締役及び子会社の取締役等は経営上の重要事項を、適時、監査役に報告す

る。

④ 監査役は、取締役会、部長会議等、重要な会議に出席する。

(9) 上記監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を

受けないことを確保するための体制

内部通報者の保護に関しては、コンプライアンス規程に定める。

(10)監査役の職務執行について生じる費用（以下、「監査費用」という）の前払い又

は償還の手続き、その他の監査費用の処理にかかる方針に関する事項

監査費用につき監査計画に応じて予算化し、その他監査費用についても合理的

な費用は当社の負担とし、経理規程に従い処理する。

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は重要な会議に出席し助言と提言を行うほか、重要書類の閲覧を行い業

務執行状況及び内部統制状況の監査を行う。また、取締役との意思疎通に努め、

特に代表取締役社長とは、定期的な意見交換を行うとともに、監査法人との定期

的な情報交換と内部監査室との連携を図り、監査の実効性向上と監査精度の向上

に努める。
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７．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概
要
　(1) 内部統制システム全般

　当社及び関係会社は、適切な内部統制やリスク管理体制を整備し、その運用状

況を内部監査室がモニタリングする実効性のある内部監査を実施しております。

また、内部監査室は、経営者を支援するだけではなく、他の監査・監督機関と連

携することなどを通じて、より幅広くコーポレート・ガバナンスの品質向上に貢

献する役割・責務を果たしております。

(2) 取締役及び使用人の職務執行について

　取締役会規程やその他社内規程を整備し、取締役及び使用人が法令・定款及び

社内規程に則って行動するよう徹底しております。また、当社は当事業年度にお

いて取締役会を18回開催し、各議案についての審議、業務執行の状況等の監督及

び活発な意見交換を行い、意思決定及び監督の実効性を確保しております。

(3) 監査役の職務執行について

監査役は、当事業年度に18回開催された取締役会及び17回開催された監査役会

に出席し、適宜助言・提言を行い、当社の意思決定の妥当性・適正性を確保して

おります。また、会計監査人及び内部監査室との間で定期的に情報交換を行うこ

とで、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状況を確認

しております。

(4) 当社子会社における業務の適正の確保について

部長職以上の者を各海外子会社へ出向させ、これら子会社の業務の適正の確保

を行っております。また、関係会社管理規程に基づき、子会社の重要な経営情報

については当社取締役会に適宜報告されております。

　

８．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本

方針については、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年２月29日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,016,617 流 動 負 債 1,306,262

現 金 及 び 預 金 3,932,187 買 掛 金 758,288

受取手形及び売掛金 1,302,194 未 払 法 人 税 等 220,414

繰 延 税 金 資 産 42,459 賞 与 引 当 金 58,616

立 替 金 667,102 役 員 賞 与 引 当 金 13,300

そ の 他 87,108 預 り 金 118,978

貸 倒 引 当 金 △14,435 そ の 他 136,665

固 定 資 産 351,847 固 定 負 債 320,518

有 形 固 定 資 産 62,164 退職給付に係る負債 214,402

建 物 33,649 役員退職慰労引当金 69,310

工具、器具及び備品 24,756 そ の 他 36,806

リ ー ス 資 産 3,758 負 債 合 計 1,626,781

無 形 固 定 資 産 77,880 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 77,028 株 主 資 本 4,429,507

そ の 他 851 資 本 金 271,140

投 資 そ の 他 の 資 産 211,802 資 本 剰 余 金 221,590

投 資 有 価 証 券 5,707 利 益 剰 余 金 4,004,705

繰 延 税 金 資 産 6,132 自 己 株 式 △67,928

差 入 保 証 金 195,262 その他の包括利益累計額 296,394

そ の 他 4,712 為替換算調整勘定 296,394

貸 倒 引 当 金 △12 少数株主持分 15,781

純 資 産 合 計 4,741,683

資 産 合 計 6,368,464 負 債 純 資 産 合 計 6,368,464

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 21,146,852

営 業 原 価 16,012,391

売 上 総 利 益 5,134,461

販売費及び一般管理費 3,604,179

営 業 利 益 1,530,281

営 業 外 収 益

受 取 利 息 20,932

受 取 保 険 金 540

受 取 手 数 料 5,838

助 成 金 収 入 12,266

為 替 差 益 21,369

そ の 他 8,935 69,881

営 業 外 費 用

支 払 利 息 201 201

経 常 利 益 1,599,961

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 821

投 資 有 価 証 券 評 価 損 8,435 9,256

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,590,704

法人税、住民税及び事業税 579,036

法 人 税 等 調 整 額 △27,810 551,226

少数株主損益調整前当期純利益 1,039,478

少 数 株 主 損 失 3,152

当 期 純 利 益 1,042,630
（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：千円)

項目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 271,140 221,590 4,013,324 △67,928 4,438,126

連結会計年度中の変動額

　剰 余 金 の 配 当 △1,051,249 △1,051,249

　当 期 純 利 益 1,042,630 1,042,630

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 - - △8,619 - △8,619

当 期 末 残 高 271,140 221,590 4,004,705 △67,928 4,429,507

項目

その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差

額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の包
括利益累計

額合計

当 期 首 残 高 △1,809 - 353,750 351,940 17,347 4,807,415

連結会計年度中の変動額

　剰 余 金 の 配 当 △1,051,249

　当 期 純 利 益 1,042,630

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額(純額)

1,809 △57,356 △55,546 △1,566 △57,113

連結会計年度中の変動額合計 1,809 - △57,356 △55,546 △1,566 △65,732

当 期 末 残 高 - - 296,394 296,394 15,781 4,741,683

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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貸 借 対 照 表
（平成28年２月29日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,644,353 流 動 負 債 1,025,521

現 金 及 び 預 金 2,877,830 買 掛 金 543,106

受 取 手 形 968 リ ー ス 債 務 3,903

売 掛 金 1,001,696 未 払 金 60,169

前 渡 金 23,757 未 払 費 用 33,331

前 払 費 用 34,969 未 払 法 人 税 等 193,961

繰 延 税 金 資 産 41,391 預 り 金 108,366

立 替 金 666,729 賞 与 引 当 金 55,143

そ の 他 7,027 役 員 賞 与 引 当 金 13,300

貸 倒 引 当 金 △10,018 そ の 他 14,240

固 定 資 産 484,485 固 定 負 債 306,190

有 形 固 定 資 産 44,614 退 職 給 付 引 当 金 214,402

建 物 26,693 役員退職慰労引当金 69,310

工具、器具及び備品 14,162 資 産 除 去 債 務 21,677

リ ー ス 資 産 3,758 そ の 他 800

無 形 固 定 資 産 41,254

ソ フ ト ウ ェ ア 40,403 負 債 合 計 1,331,711

そ の 他 851 純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 398,616 株 主 資 本 3,797,127

投 資 有 価 証 券 5,707 資 本 金 271,140

関 係 会 社 株 式 193,743 資 本 剰 余 金 221,590

繰 延 税 金 資 産 98,289 資 本 準 備 金 221,590

差 入 保 証 金 96,175 利 益 剰 余 金 3,372,325

そ の 他 4,712 利 益 準 備 金 2,886

貸 倒 引 当 金 △12 その他利益剰余金 3,369,438

　繰越利益剰余金 3,369,438

自 己 株 式 △67,928

純 資 産 合 計 3,797,127

資 産 合 計 5,128,838 負 債 純 資 産 合 計 5,128,838
（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書
(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 16,206,643

営 業 原 価 12,493,997

売 上 総 利 益 3,712,645

販売費及び一般管理費 2,559,072

営 業 利 益 1,153,572

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,545

受 取 配 当 金 388,400

そ の 他 11,223 401,169

営 業 外 費 用

支 払 利 息 201

為 替 差 損 2,869 3,071

経 常 利 益 1,551,671

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 717

投 資 有 価 証 券 評 価 損 8,435 9,153

税 引 前 当 期 純 利 益 1,542,517

法人税、住民税及び事業税 466,612

法 人 税 等 調 整 額 △436 466,175

当 期 純 利 益 1,076,342

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書
(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：千円)

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 271,140 221,590 221,590 2,886 3,344,346 3,347,232 △67,928 3,772,035

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △1,051,249 △1,051,249 △1,051,249

当期純利益 1,076,342 1,076,342 1,076,342

株主資本以

外の項目の

事業年度中

の 変 動 額

（純額）

事業年度中の変動額合計 - - - - 25,092 25,092 - 25,092

当 期 末 残 高 271,140 221,590 221,590 2,886 3,369,438 3,372,325 △67,928 3,797,127

項目

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,809 - △1,809 3,770,225

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △1,051,249

当期純利益 1,076,342

株主資本以

外の項目の

事業年度中

の 変 動 額

（純額）

1,809 1,809 1,809

事業年度中の変動額合計 1,809 - 1,809 26,902

当 期 末 残 高 - - - 3,797,127

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年４月18日

株式会社エーアイテイー

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員

公認会計士 梅 田 佳 成 ㊞
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 三 宅 潔 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エーアイテイーの平成27年３月１日から

平成28年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算

書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社エーアイテイー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年４月18日

株式会社エーアイテイー

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員

公認会計士 梅 田 佳 成 ㊞
業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 三 宅 潔 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エーアイテイーの平成27年３月１

日から平成28年２月29日までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成27年３月1日から平成28年２月29日までの第29期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画
等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監
査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。
２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年４月19日
　 株式会社エーアイテイー 監査役会

　常勤監査役 清水 洋志 ㊞
　社外監査役 岡本 しのぶ ㊞
社外監査役 西島 佳男 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、当事業年度の業績、経営環境等を勘案し、また、内部留
保にも意を用い、次のとおりといたしたく存じます。

　 (期末配当に関する事項)
　 (1) 配当財産の種類

金銭といたします。
　 (2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金15円
総額 286,704,480円
なお、中間配当金として１株当たり金15円をお支払いしておりますので、当
期の年間配当金は１株当たり金30円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年５月23日といたしたく存じます。

第２号議案 取締役６名選任の件

　本定時株主総会終結時をもって、取締役全員（３名）は任期満了となります。つきま
しては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の普通株式数

１

重任

や ぐ ら ひ で か ず

矢 倉 英 一
(昭和23年９月８日生)

昭和48年４月 淺川組運輸㈱ 入社

496,400株

昭和51年７月 アトラス複合輸送㈱（現伊藤忠ロジスティク
ス㈱） 入社

平成７年４月 当社代表取締役社長（現任）

平成８年６月 愛特（香港）有限公司董事（現任）

平成18年６月 AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITED代表取締役
（現任）

平成24年12月 上海愛意特国際物流有限公司董事（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の創業者であり、代表取締役社長としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、

豊富な経験と高度な知識を有していることから、今後も取締役として適任であると判

断し、取締役候補者といたしました。

２

重任

ま が み し ん い ち

馬 上 真 一
(昭和43年４月27日生)

平成５年４月 伊藤忠エクスプレス㈱(現伊藤忠ロジスティ
クス㈱) 入社

960,000株

平成８年３月 当社 入社

平成９年12月 当社取締役

平成22年３月 ㈱AITソリューションズ取締役

平成24年12月 上海愛意特国際物流有限公司董事長（現任）

平成27年５月 愛特（香港）有限公司董事（現任）

平成27年10月 当社常務取締役東京営業・営業開発室・グロ
ーバル営業推進室・東京通関部・海外（中
国・香港）担当兼東京支社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

常務取締役としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な知識

を有していることから、今後も取締役として適任であると判断し、取締役候補者とい

たしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の普通株式数

３

重任

に し む ら つ か さ

西 村 司
(昭和33年１月30日生)

昭和55年４月 小笠原自動車興業㈱ 入社

50,000株

昭和57年10月 ㈱コミヤマ工業 入社

昭和61年１月 コーナン商事㈱ 入社

平成14年４月 当社入社 営業部長兼業務部長

平成21年５月 当社取締役

平成23年３月 ㈱AITソリューションズ 代表取締役

平成26年４月 愛特(香港)有限公司 董事（現任）

上海愛意特国際物流有限公司 董事（現任）
平成27年３月 当社取締役総合企画部・経理財務部担当

（現任）
【取締役候補者とした理由】

管理部門の取締役をはじめとした任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験

と高度な知識を有していることから、今後も取締役として適任であると判断し、取締

役候補者といたしました。

４

新任

お お つ き の ぶ お

大 槻 信 夫
(昭和47年２月８日生)

平成７年４月 住友特殊金属㈱ 入社

108,967株

平成10年２月 当社 入社

平成21年３月 当社大阪営業部長

平成26年９月 愛特（香港）有限公司 DIRECTOR（現任）

平成27年１月 上海愛意特国際物流有限公司深圳分公司 総
経理（現任）

平成28年３月 当社執行役員タイ・ベトナム・インドネシ
ア担当（現任）
AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITED 取 締 役
（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社子会社の取締役をはじめとした任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経

験と高度な知識を有していることから、取締役として適任であると判断し、取締役候

補者といたしました。

５

新任

か い づ か え つ お

貝 塚 悦 夫
(昭和23年８月25日生)

独立役員　社外

昭和46年３月 大日本印刷㈱ 入社

-

平成20年４月 ㈱ＤＮＰテクノポリマー 代表取締役社長

平成23年４月 同社 常勤顧問

平成24年10月 ㈱ＤＮＰテクノパック 執行役員企画製造本
部長

【取締役候補者とした理由】

大手印刷会社における豊富な経験と、その後のグループ会社における企業経営に関す

る知見を有しており、当社のガバナンス体制強化と経営全般に対する助言を期待して、

社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の普通株式数

６

新任

ま つ だ よ し の り

松 田 佳 紀
(昭和35年11月９日生)

独立役員　社外

昭和54年３月 上新電機㈱ 入社

-

平成18年４月 ㈱マツヤデンキ 取締役兼ＣＯＯ

平成18年９月 ㈱プレッソホールディング 専務取締役兼
ＣＯＯ

平成19年６月 同社 代表取締役社長兼ＣＯＯ

㈱マツヤデンキ 代表取締役社長兼ＣＯＯ

㈱星電社 代表取締役

サトームセン㈱ 代表取締役

平成24年４月 ㈱ヤマダ電機 執行役員副社長

平成24年６月 同社 取締役副社長

平成25年３月 同社 取締役副社長

兼 エス・バイ・エル㈱ 代表執行役員 社
長代行

平成25年５月 ㈱ヤマダ・エスバイエルホーム 代表取締
役社長

平成27年６月 ㈱ＮＹＭＫ設立 代表取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

大手家電量販店において、企業経営に関する豊富な経験と知見を有しており、当社の

ガバナンス体制強化と経営全般に対する助言を期待して、社外取締役候補者といたし

ました。
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．貝塚悦夫氏及び松田佳紀氏が選任された場合、当社定款の規定に基づき、当社は両氏との間
で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定
契約を締結する予定であります。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規
定する額といたします。

３．貝塚悦夫氏及び松田佳紀氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は貝塚悦夫氏及び松
田佳紀氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定
であります。

４．大槻信夫氏の所有する当社株式数のうち11,367株は、エーアイテイー従業員持株会を通じて
の保有分であります。本議案をご承認いただき、同氏が取締役に就任した場合にはエーアイ
テイー従業員持株会の規約に基づき、持分引出等の退会に際しての処理が行われます。なお、
取締役候補者の所有する当社株式数は、平成28年２月29日現在の状況を記載しております。

　
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　常務取締役波床知喜氏は、平成28年２月29日をもって辞任により退任いたしましたの
で、在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退
職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

は と こ と も き

波 床 知 喜

平成９年12月 当社取締役
平成20年３月 当社常務取締役
平成27年３月 当社常務取締役大阪営業・海上業務部・大阪通関部
　 ・海外(タイ・ベトナム・インドネシア)担当
平成28年２月 当社常務取締役退任

以 上
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【インターネットによる議決権行使のご案内】
　
　インターネットにより議決権を行使される場合は、以下事項をご確認のうえ、平成
28年５月19日（木曜日）午後５時までに行使くださいますようお願い申しあげます。
１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサ
イトをご利用いただくことによってのみ可能です。
〔議決権行使ウェブサイトアドレス〕 https://www.net-vote.com/

２．インターネットによる議決権行使方法について
・インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記
載の「ログインＩＤ」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って
議案の賛否をご入力ください。

・書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネッ
トによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。また、イン
ターネットによって複数回又はパソコン、スマートフォン、タブレットで重複し
て議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取
り扱わせていただきます。

・議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金
（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

３．ログインＩＤ及びパスワードのお取扱いについて
・議決権行使書用紙に記載されているログインＩＤは本株主総会に限り有効です。
・パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要
な情報です。大切にお取扱いください。

・パスワードの再発行をご希望の場合は、後記の専用ダイヤルにご連絡ください。
４．ご利用いただくためのシステム環境
　【パソコンを用いて議決権を行使される場合】
（１）画像の解像度
　 横1,024×縦768ドット以上

　（２）インターネット閲覧ソフト（ブラウザ）
　 Microsoft Internet ExplorerのVersion6 SP3以上
　 Firefox 35.0.1
　 Chrome 40
　 ※Cookieの設定を有効にしてください。

　【スマートフォンを用いて議決権を行使される場合】
　 Android Version4.0以降を搭載している機種
　 iOS8以降を搭載している機種

※スマートフォンのフルブラウザ機能を用いた議決権行使も可能ですが、機
種によってご利用いただけない場合がございます。

　【タブレット端末を用いて議決権を行使される場合】
　 iOS8以降を搭載している機種
　

【インターネットによる議決権行使に関するお問合わせ】

株式会社アイ・アール ジャパン 証券代行業務部
　 〔専用ダイヤル〕０１２０－９７５－９６０
　 〔受付時間〕午前９時～午後５時（土・日・祝日を除く）
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だいどう豊里駅

近畿大阪銀行

市バス
大桐２丁目

デイリーカナート
　　　　イズミヤ

かみしんプラザ

JA

マクドナルド

関西スーパー 市バス
大阪経大前

大阪経済大学
70 周年記念館
フレアホール

大阪経済大学

至河原町

至梅田

至新大阪
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京
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淀 川

上新庄駅

東海道新幹線

内
環

状
線

※会場が昨年と異なっておりますので、
　下記ご案内図をご参照いただき、
　お間違えのないようお願い申しあげます。

会場行きバス
停車場所

りそな銀行

王将

田
村
書
店

東海道新幹線
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株主総会会場ご案内図
　

会場：大阪市東淀川区大桐２丁目８番11号
　

　 大阪経済大学 70周年記念館 フレアホール

　

◎ 地下鉄今里筋線 「だいどう豊里」駅下車 徒歩約５分
◎ 阪急電鉄 「上新庄」駅下車 徒歩約15分
◎ 大阪市バス 「大桐２丁目」下車すぐ

「大阪経大前」下車 徒歩約５分
◎ 車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

　

●当日は、阪急電鉄上新庄駅南口より会場行きバスをご用意いたします。

９：10～９：50で随時運行いたしますので、ご利用ください。

地図内の「会場行きバス停車場所」にて係員がご案内いたします。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年04月14日 17時26分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


